
第6部　市民の経済

6－2　工　　　　業

統計表の編成と基礎資料

この分野は、主に累年比較(明治43年～昭和62年)、主要工産物の生産額(明治22年～明治42年)、主要事業別統計表(明治43年～昭和22年)及び産業中分類別続計表(昭和23年～昭和62年)で編成されている。
基礎資料は、明治22年から明治27年は『愛知県統計書』、明治28年から昭和22年は『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』及び『名古屋市勧業要覧』、昭和23年から昭和62年は『名古屋市統計年鑑』である。
昭和22年以前の工業に関する統計調査

1　　明治22年～明治42年

『愛知県統計書』及び『名古屋市統計書』では工業全休の数字は掲載されておらず、また当時の調査の名称、方法などは明らかでない。このため参考として明治から大正にかけての全国的な工業に関する調査を紹介する。
明治16年に｢農商務通信規則｣が制定され、農商務省所管により生産工程作業者10人以上を使用する工場を対象として、府県庁及び通信員がとりまとめていた。その後明治27年には｢農商務統計報告規程｣に切り替えられ、生産工程作業者10人以上の工場について、工場主からの自計申告調査へ移行するための過渡的な形式が採用された。明治42年には「工場統計報告規則｣による第1回工場調査が、生産工程作業者1日平均5人以上を使用する工場を対象として工場主よりの自計申告調査として実施された。この調査は5年ごとに行われたが、大正9年より毎年の調査に改められた。大正14年に所管は商工省に移った。
2　　明治43年～昭和13年

農商務省(商工省)による全国的な調査の対象は、｢生産工程作業者1日平均5人以上を使用する工場｣であったが、本書の調査結果は、製造活動を行っている全事業所を対象とした｢愛知県産業統計報告規程」などによると思われる。
3　　昭和14年～昭和22年

資源調査法に基づく｢工業調査規則｣による調査結果と思われる。この調査は生産工程業者4人以下の工場、雇用者をもたず家族従業者だけの作業所、事業主1人だけの家内工業などでも一定の場所で製造、加工又は修理を業とする全事業所を対象としていた。
昭和20年7月には｢工業調査規則｣は一時廃止されたが、昭和21年1月に復活し、昭和22年には統計法に基づく指定統計第10号｢工業調査｣となったが、同じ範囲の工場について調査が行われた。
昭和23年以降の工業統計調査

昭和23年及び昭和24年には、日本標準産業分類による製造業を対象とする｢工業調査｣が実施されたが、昭和25年は｢昭和25年工業センサス｣、昭和26年以降は｢工業統計調査｣(通商産業省所管、指定統計第１０号)となり現在に至っている(なお日本標準産業分類は、昭和24年10月に制定されたが、昭和23年もこれと同じ範囲の事業所を対象としている)。
調査対象は、日本標準産業分類による大分類F一製造業に属する工場である。ただし、国(公共企業体)に属する工場は除く。また、昭和56年、57年、59年、61年、62年は簡易調査であり、従業者3人以下の工場の大部分については、その事業所が製造業の工場であることと従業者数の確認をするだけで、調査票による調査、集計は行われなかった。
調査対象業種及び分類について

昭和22年以前の工業調査(工場調査)では、ガス･電気の事業所が調査対象に含められていたが、そのまま表章した。また、業種分類については、工業の発展にともなって、しばしば変更されており注意が必要である。このため、業種分類については適宜の年次による整理をし、また、その名称も特定の時点の名称で表示した。
